
法務省の要請内容についての市民説明会における法務省に対する質問とその回

答 
Ｑ１現在地で整備できないか 
 なぜ、国際法務総合センターの整備予定地として立川基地跡地昭島地区を選んだのか。

それぞれの施設を現在地で整備することはできないか。 
Ａ１ 
 現在、それぞれの施設が立地している敷地には、法的な制限があって広さをじゅうぶん

とった建替えが困難であるなどの理由から、必要な機能を満たす施設を整備することがで

きません。 
 国連アジア極東犯罪防止研修所は、研修員の多くが外国政府の幹部職員であり、講師と

して外国の高官などを頻繁に招いています。そのため、それにふさわしい機能的で品位を

兼ね備えた充実した施設とするために、ある程度の敷地面積の確保と都心からの交通の利

便性や環境も考慮する必要があります。 
 加えて矯正医療センターの整備には、相当程度の広さを持った敷地が必要です。また、

医師などの医療スタッフを確保し、医療水準を保つためには交通が便利な場所であること

が不可欠です。 
 このような条件を満たす国有地は、立川基地跡地昭島地区以外には適当な敷地が見当た

りませんでした。 
Ｑ２収容施設は地方に整備を 
 国連アジア極東犯罪防止研修所や職員研修所はともかく、医療刑務所などの収容施設は

都内の市街地を避け、地方に整備してもいいのではないか。 
Ａ２ 
 今回整備する施設の中で、矯正医療センターについては、敷地や医療水準の確保のほか、

主に東日本に所在する刑務所や少年院から専門的な治療が必要な受刑者や少年を受け入れ

るためにも、交通が便利な場所に整備する必要があります。 
 また、現在、地方の刑務所では医療スタッフの確保が困難な状況が続いており、この点

からも都市部での整備が必要です。 
Ｑ３治安の悪化が心配 
 刑務所から被収容者が脱走するなど治安の悪化が心配だ。 
Ａ３ 
 今回の整備に伴って移転の対象となる八王子医療刑務所・関東医療少年院・神奈川医療

少年院・八王子少年鑑別所では、過去 20年間で関東医療少年院における１件の逃走事故が
あったのみです。この事故の原因は施設構造の一部に不備な部分があったためですが、国

際法務総合センターでは、近代的な逃走防止設備を二重三重に設置しますので逃走の恐れ

はありません。 
 また、施設が整備されると、その周囲を職員が 24時間体制で巡回警備しますので、周辺



地域の治安の向上につながると考えています。 
Ｑ４出所者が地元に居住しないか 
 医療刑務所や医療少年院から出所（出院）した人が地元に居住することはないか。 
Ａ４ 
 医療刑務所は、一般の刑務所などから専門的な治療を必要とする受刑者を受け入れるた

めの施設ですから、治療が終われば元の施設に戻すことになります。 
 治療が終わる前に刑期が満了した、または、仮釈放になった場合、医療刑務所から出所

することもありますが、その場合は、ほとんどが親族などの身元引受人に引き取られるか、

出身地などに帰ることになります。 
 実際に、平成 18年度には八王子医療刑務所から 455人が一般の刑務所に戻ったり、出所
したりしていますが、八王子市内に残ったのは身元引受人がいないため病院に入院した者

が１人、更生保護施設に入所した者が２人です。 
 また、医療少年院は、家庭裁判所で医療少年院送致の決定を受けた少年や、一般の少年

院から専門的な治療が必要とされた少年を受け入れ、治療を行う施設です。治療が終われ

ば、ほかの少年院に送られたり、親族などの身元引受人に引き取られたり、民間の更生保

護施設に入所したりします。 
 府中市にある関東医療少年院を 18 年度に出院した 67 人のうち、出院後に府中市内に居
住している少年はいません。また、相模原市にある神奈川医療少年院を 18年度に出院した
62人のうち相模原市内に居住している少年は、身元引受人が市内に住んでいた１人です。 
 このように、出所（出院）した人がそのまま周辺地域に居住することはほとんどありま

せん。 
Ｑ５環境の悪化が心配 
 国際法務総合センターの建設に伴う環境の悪化が心配だ。「水と緑の昭島」のイメージが

損なわれる。 
Ａ５  
 住宅地に面する部分に、国連アジア極東犯罪防止研修所、職員研修所、職員宿舎、グラ

ウンド、体育施設、児童公園などを配置します。矯正医療センターなどの収容施設は住宅

地からできるだけ遠い位置になるよう配慮します。最大限環境に配慮し、緑に囲まれた施

設整備に努めます。具体的には、住宅地に接する部分を中心に緑地を設け、そこに植物を

できる限り多く植え、環境に配慮した施設とする計画です。 
 更に、敷地の周囲に設ける巡回警備用の通路や敷地内を流れる水路を一体的に整備し、

遊歩道としても利用できるように整備を行うなど、水と緑の昭島市にふさわしい環境を確

保できると考えています。 
Ｑ６地元へのメリットは 
 国際法務総合センターの建設で地元にどのようなメリット（利点）があるか。 
 



Ａ６  
国連アジア極東犯罪防止研修所の設置により、国際交流の促進が期待できます。この施

設は国連と日本国政府との間の協定に基づいて設立された研修所です。海外から毎年多数

の検事、裁判官、警察官、法務省職員などを研修員として受け入れているほか、国連の幹

部、世界各国の政府高官、著名な研究者などが来訪することになり、昭島市は国際都市と

して広く知られることになります。研修期間中には、海外研修員と地域の方々との交流行

事や地元の小・中学校を訪問するなどの活動を行うことも予定していますので、国際交流

の促進や、教育上の効果も期待できます。 
 また、少年非行対策センターでは、一般の方々の相談窓口を設け、専門の職員が、非行・

いじめ・家庭内暴力・引きこもり・不登校などの問題でお悩みの方、学校関係者などから

の相談に応じることを計画しています。 
 更に、職員研修所を中心に、グラウンド・体育館・武道場などが複数整備されますので、

業務に支障のない範囲で周辺の方々に利用していただけます。なお、職員の中には武道の

高段者が多数勤務していますので、青少年に対する武道教室の開催なども検討していると

ころです。 
 このような活動を通じて、地域の青少年の健全育成などにも貢献していきたいと考えて

います。 


